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決 算取締役会開催日 平成19年２月22日          中間配当制度の有無 有 
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単元株制度の採用の有無 有（１単元100株） 

 

１．18年12月期の業績（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

（百万円・銭未満切捨） 

（１）経営成績 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月期 27,406 1.2 1,321 △ 13.5 1,383 △ 15.0 733 △ 1.2 

17年12月期 27,083 8.1 1,528 6.8 1,628 5.8 742 △ 7.2 

 

 
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

自 己 資 本 

当 期 純 利 益 率 

総 資 産

経 常 利 益 率

売 上 高

経 常 利 益 率

    円 銭    円 銭 ％ ％ ％ 

18年12月期 51.80 － 4.1 4.7 5.0 

17年12月期 50.85 － 4.3 5.3 6.0 

（注）① 期中平均株式数  18年12月期 14,150,872株  17年12月期 14,152,134株 

② 会計処理の方法の変更 無 

③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）財政状態 

 総 資 産         純 資 産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年12月期 28,926 18,018 62.3 1,273.35 

17年12月期 29,569 17,580 59.5 1,240.72 

（注）① 期末発行済株式数（自己株式控除）18年12月期 14,150,651株 17年12月期 14,151,172株 

② 期末自己株式数等 18年12月期 8,435株  17年12月期 7,914株 

 

２．19年12月期の業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日） 

 売 上 高       経 常 利 益       当 期 純 利 益       

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期      14,000 730 390 

通 期      27,500 1,530 820 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  57円94銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 

１ 株 当 た り 配 当 金 
 

中   間 期   末 年   間 
配 当 金 総 額 配 当 性 向 純資産配当率

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

17年12月期 － 16 00 16 00 226 31.5 1.3 

18年12月期 － 16 00 16 00 226 30.9 1.3 

19年12月期（予想） － 16 00 16 00 ――――― ――――― ――――― 

（注）18年12月期期末配当金の内訳  普通配当16円00銭 

 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は、

今後のさまざまな要因の変化し、異なる結果となる可能性がありますので、この業績予想に全面的に依拠し

て投資等の判断を行うことはお差し控えください。 
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添 付 書 類 

 

Ⅰ．財 務 諸 表         

 

１．貸借対照表 

（単位：百万円） 

前 事 業 年 度 

（平成17年12月31日現在） 

当 事 業 年 度 

（平成18年12月31日現在）

対前期増減額 

（△印減少） 

期  別

 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

 （ 資 産 の 部 ）  ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産     

 １． 現 金 及 び 預 金  5,576   4,986 △  590

 ２． 完 成 業 務 未 収 入 金  653   805 152

 ３． 有 価 証 券  3,108   2,611 △ 497

 ４． 未 成 業 務 支 出 金  8,327   8,333 6

 ５． 前 払 費 用  112   120 7

 ６． 繰 延 税 金 資 産  275   306 30

 ７． 短 期 貸 付 金  230   858 627

 ８． そ の 他  86   82 △ 4

 ９． 貸 倒 引 当 金  －   △ 8 △ 8

 流 動 資 産 合 計   18,371 62.1  18,094 62.6 △ 276

Ⅱ 固 定 資 産     

 （１） 有 形 固 定 資 産     

 １． 建 物  3,584  3,603 18

  減 価 償 却 累 計 額  1,443 2,141  1,560 2,042 116 △ 98

 ２． 構 築 物  714  714 －

  減 価 償 却 累 計 額  412 302  434 280 22 △ 22

 ３． 機 械 及 び 装 置  235  235 －

  減 価 償 却 累 計 額  189 45  196 38 6 △ 6

 ４． 車 両 運 搬 具  20  20 －

  減 価 償 却 累 計 額  16 3  17 2 1 △ 1

 ５． 器 具 及 び 備 品  706  717 11

  減 価 償 却 累 計 額  487 218  539 178 51 △ 40

 ６． 土 地  4,581   4,581 －

 有 形 固 定 資 産 合 計   7,292 24.7  7,124 24.6 △ 168

 （２） 無 形 固 定 資 産     

 １． 借 地 権  16   16 －

 ２． ソ フ ト ウ ェ ア  253   215 △ 37

 ３． 電 話 加 入 権  22   22 －

 ４． 専 用 施 設 利 用 権  2   1 △ 0

 ５． そ の 他  0   0 △ 0

 無 形 固 定 資 産 合 計   294 1.0  257 0.9 △ 37

 （３） 投 資 そ の 他 の 資 産     

 １． 投 資 有 価 証 券  796   936 140

 ２． 関 係 会 社 株 式  220   341 121

 ３． 出 資 金  －   3 3

 ４． 長 期 性 預 金  900   600 △ 300

 ５． 従 業 員 長 期 貸 付 金  21   12 △ 8

 ６． 長 期 前 払 費 用  17   14 △ 3

 ７． 繰 延 税 金 資 産  819   727 △ 92

 ８． 敷 金 ・ 保 証 金  568   569 1

 ９． 会 員 権  56   54 △ 1

 10． 保 険 積 立 金  209   － △ 209

 11． 前 払 年 金 費 用  －   197 197

 12． そ の 他  0   0 －

 13． 投 資 損 失 引 当 金  －   △ 6 △ 6

  投資その他の資産合計   3,609 12.2  3,451 11.9 △ 158

 固 定 資 産 合 計  11,197 37.9  10,832 37.4 △ 365

 資 産 合 計  29,569 100.0  28,926 100.0 △ 642
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（単位：百万円） 

前 事 業 年 度 

（平成17年12月31日現在） 

当 事 業 年 度 

（平成18年12月31日現在）

対前期増減額 

（△印減少） 

期  別

 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

 （ 負 債 の 部 ）  ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債     

 １． 業 務 未 払 金 ※１ 1,163   1,259 96

 ２． 短 期 借 入 金  200   － △ 200

 ３． 未 払 金  194   217 23

 ４． 未 払 法 人 税 等  341   263 △ 77

 ５． 未 払 消 費 税 等  190   115 △ 75

 ６． 未 払 費 用  473   504 31

 ７． 未 成 業 務 受 入 金  7,916   7,035 △ 881

 ８． 預 り 金  254   268 14

 ９． 前 受 収 益  4   8 4

 10． 賞 与 引 当 金  435   470 35

 11． 役 員 賞 与 引 当 金  －   43 43

 12． 業 務 損 失 引 当 金  －   85 85

  流 動 負 債 合 計   11,173 37.8  10,273 35.5 △ 899

Ⅱ 固 定 負 債     

 １． 退 職 給 付 引 当 金  490   319 △ 171

 ２． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  284   － △ 284

 ３． 長 期 未 払 金  －   273 273

 ４． そ の 他  39   41 1

  固 定 負 債 合 計   815 2.7  634 2.2 △ 181

 負 債 合 計  11,989 40.5  10,908 37.7 △ 1,080

      

 （ 資 本 の 部 ）    

       

Ⅰ 資 本 金  ※２ 3,025 10.2  － － △ 3,025

Ⅱ 資 本 剰 余 金     

 １． 資 本 準 備 金  4,122   － △ 4,122

 資 本 剰 余 金 合 計   4,122 14.0  － － △ 4,122

Ⅲ 利 益 剰 余 金     

 １． 利 益 準 備 金  176   － △ 176

 ２． 任 意 積 立 金    

 （１）別 途 積 立 金  8,300   － △ 8,300

 ３． 当 期 未 処 分 利 益  1,665   － △ 1,665

 利 益 剰 余 金 合 計   10,142 34.3  － － △10,142

Ⅳ その他有価証券評価差額金   294 1.0  － － △ 294

Ⅴ 自 己 株 式  ※３ △ 5 △ 0.0  － － 5

 資 本 合 計  17,580 59.5  － － △17,580

 負 債 ・ 資 本 合 計  29,569 100.0  － － △29,569
       
 （ 純 資 産 の 部 ）   

Ⅰ 株 主 資 本     

１． 資 本 金  － －  3,025 10.5 3,025

２． 資 本 剰 余 金    

 （１） 資 本 準 備 金  －   4,122 4,122

 資 本 剰 余 金 合 計   － －  4,122 14.2 4,122

３． 利 益 剰 余 金    

 （１） 利 益 準 備 金  －   176 176

 （２） そ の 他 利 益 剰 余 金    

  別 途 積 立 金  －   8,700 8,700

  繰 越 利 益 剰 余 金  －   1,750 1,750

 利 益 剰 余 金 合 計   － －  10,626 36.7 10,626

４． 自 己 株 式  － －  △ 5 △ 0.0 △ 5

 株 主 資 本 合 計   － －  17,769 61.4 17,769

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等     

１． その他有価証券評価差額金  －   249 249

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計   － －  249 0.9 249

 純 資 産 合 計   － －  18,018 62.3 18,018

 負 債 ・ 純 資 産 合 計   － －  28,926 100.0 28,926
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２．損益計算書 

（単位：百万円） 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

対前期増減額 

（△印減少） 

期  別

 

 

科  目 金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 

     ％  ％

Ⅰ 売 上 高     

  完 成 業 務 収 入  27,083 100.0  27,406 100.0 323

Ⅱ 売 上 原 価     

  完 成 業 務 原 価  20,085 74.2  20,459 74.7 374

 売 上 総 利 益  6,997 25.8  6,947 25.3 △ 50

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     

 １． 役 員 報 酬  248  288 40

 ２． 給 料 手 当  1,859  2,011 152

 ３． 賞 与  315  323 7

 ４． 賞 与 引 当 金 繰 入 額  115  132 17

 ５． 役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額  －  43 43

 ６． 退 職 金  1  1 △ 0

 ７． 退 職 給 付 費 用  235  163 △ 71

 ８． 役員退職慰労引当金繰入額  42  10 △ 31

 ９． 法 定 福 利 費  398  425 27

 10． 旅 費 交 通 費  289  327 37

 11． 租 税 公 課  121  124 3

 12． 減 価 償 却 費  82  73 △ 9

 13． 賃 借 料  322  313 △ 9

 14． 研 究 調 査 費  575  560 △ 15

 15． 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  －  8 8

 16． そ の 他  861 5,469 20.2 816 5,625 20.5 △ 44 155

 営 業 利 益   1,528 5.6  1,321 4.8 △ 206

Ⅳ 営 業 外 収 益     

 １． 受 取 利 息  7  14 7

 ２． 受 取 配 当 金 ※１ 9  13 3

 ３． 有 価 証 券 利 息  0  4 4

 ４． 為 替 差 益  15  － △ 15

 ５． 受 取 家 賃 収 入 ※１ 31  32 0

 ６． 受 取 保 険 配 当 金  16  4 △ 11

 ７． そ の 他  32 113 0.4 29 99 0.3 △ 2 △ 14

Ⅴ 営 業 外 費 用     

 １． 支 払 利 息  1  1 △ 0

 ２． 支 払 手 数 料  9  28 18

 ３． 保 険 解 約 損  －  7 7

 ４． そ の 他  1 13 0.0 0 37 0.1 △ 1 23

 経 常 利 益   1,628 6.0  1,383 5.0 △ 244

Ⅵ 特 別 損 失     

 １． 固 定 資 産 処 分 損 ※２ 101  0 △100

 ２． 事 業 所 移 転 費 用  165  － △165

 ３． 会 員 権 評 価 損  －  3 3

 ４． 早 期 割 増 退 職 金  21  － △ 21

 ５． 投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額  －  6 6

 ６． そ の 他  4 292 1.1 0 10 △ 4 △ 281

 税 引 前 当 期 純 利 益  1,335 4.9  1,372 37

 法人税、住民税及び事業税  618  547 △ 70

 法 人 税 等 調 整 額  △ 24 593 2.2 92 639 116 46

 当 期 純 利 益  742 2.7  733 △ 9

 前 期 繰 越 利 益  923   － △ 923

 当 期 未 処 分 利 益  1,665   － △ 1,665
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３．利益処分計算書および株主資本等変動計算書 

 

利益処分計算書 

（単位：百万円） 

前 事 業 年 度 

平成18年３月29日 

株 主 総 会 承 認         

期  別

 

 

科  目 金            額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益                1,665 

Ⅱ 利 益 処 分 額                 

１．配 当 金  226  

２．取 締 役 賞 与 金  20  

３．監 査 役 賞 与 金  1  

４．任 意 積 立 金                 

別 途 積 立 金              400 648 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益                1,017 
    

 

（配当金の内訳） 

（単位：円） 

前 事 業 年 度 
 

年   間 中   間 期   末 

１株当たり配当金          16.00 － 16.00 

（内 訳）    

・普 通 配 当 16.00 － 16.00 

 

 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

（単位：百万円） 

株 主 資 本 評価・換算差額等

資本剰余金 利 益剰余金 

その他利益剰余金 
資本金 資 本

準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金 別 途

積立金

繰 越
利 益
剰余金

利 益 
剰余金 
合 計 

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

その他
有価証
券評価
差額金

評価・
換 算
差額等
合 計

純資産
合 計

平成17年12月31日残高 3,025 4,122 4,122 176 8,300 1,665 10,142 △ 5 17,285 294 294 17,580
当 事 業 年 度 中 の 
変 動 額 

    

剰 余 金 の 配 当 
（ 利 益 処 分 ） 

－ － － － － △ 226 △ 226 － △ 226 － － △ 226

役 員 賞 与 金 － － － － － △ 22 △ 22 － △ 22 － － △ 22
別途積立金の積立 － － － － 400 △ 400 － － － － － －
当 期 純 利 益 － － － － － 733 733 － 733 － － 733
自 己 株 式の取得 － － － － － － － △ 0 △ 0 － － △ 0
株主資本以外の項目 
の当事業年度中の 
変 動額（純額） 

－ － － － － － － － － △ 45 △ 45 △ 45

当 事 業 年 度 中 の 
変 動 額 合 計 

－ － － － 400 84 484 △ 0 483 △ 45 △ 45 438

平成18年12月31日残高 3,025 4,122 4,122 176 8,700 1,750 10,626 △ 5 17,769 249 249 18,018
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重要な会計方針 

期  別 

 

項  目 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法 

（１）子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（１）子会社株式および関連会社株式 

同        左 

（２）その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

未成業務支出金 

個別法による原価法 

未成業務支出金 

同        左 

３．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産……定率法 

ただし、平成10年４月１日以後に

取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物……15～50年 

（２）無形固定資産……定額法 

なお、ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しておりま

す。 

（１）有形固定資産……定率法 

同        左 

 

 

 

 

 

 

（２）無形固定資産……定額法 

同        左 

 

４．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上することとしてお

ります。 

（２）投資損失引当金 

――――――――――――――― 

 

 

 

（３）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額基準により計上しておりま

す。 

（４）役員賞与引当金 

――――――――――――――― 

 

（５）業務損失引当金 

――――――――――――――― 

 

 

 

（６）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により翌

事業年度から費用処理することとして

おります。 

なお、当社は当事業年度より退職給

付信託を設定しております。 

（１）貸倒引当金 

同        左 

 

 

 

 

 

（２）投資損失引当金 

関係会社株式について、将来発生す

る可能性のある損失に備えるため、純

資産価額等を勘案して、必要と認めら

れる金額を計上しております。 

（３）賞与引当金 

同        左 

 

 

（４）役員賞与引当金 

役員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額に基づき計上しております。 

（５）業務損失引当金 

受注業務に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末において見込まれ

る未成業務の損失額を計上しておりま

す。 

（６）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により翌

事業年度から費用処理することとして

おります。 

なお、当社は退職給付信託を設定し

ております。 
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期  別 

 

項  目 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

４．引当金の計上基準 （７）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

（７）役員退職慰労引当金 

――――――――――――――― 

 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同        左 

 

６．消費税等の会計処理方法 税抜方式を採用しております。 同        左 

 

会計処理方法の変更 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

――――――――――――――――――――――――― １．固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これによる当事業年度の損益に与え

る影響はありません。 

２．役員賞与に関する会計基準 

役員賞与については、従来利益処分案により株主総会

の決議を経て未処分利益の減少として処理しておりま

したが、当事業年度より「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）に基

づき、発生時に費用処理しております。この結果、販

売費及び一般管理費の役員賞与引当金繰入額が43百万

円増加し、営業利益、経常利益および税引前当期純利

益がそれぞれ43百万円減少しております。 

３．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額と同額でありま

す。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。 

 

 

表示方法の変更 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました営業外収益の

「受取手数料」は、金額が営業外収益の100分の10以下

となったため、当事業年度より「その他」に含めて表

示することにいたしました。なお、当事業年度の「受

取手数料」は、4百万円であります。 

２．前事業年度で区分掲記しておりました営業外費用の

「出資金評価損」は、金額が営業外費用の100分の10以

下となったため、当事業年度より「その他」に含めて

表示することにいたしました。なお、当事業年度の

「出資金評価損」は、0百万円であります。 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました営業外収益の

「為替差益」は、金額が営業外収益の100分の10以下と

なったため、当事業年度より「その他」に含めて表示

することにいたしました。なお、当事業年度の「為替

差益」は、0百万円であります。 

２．「保険解約損」は、前事業年度は営業外費用の「その

他」に含めて表示しておりましたが、金額が営業外費

用の100分の10を超えることとなったため、当事業年度

より区分掲記いたしました。なお、前事業年度の「保

険解約損」は、0百万円であります。 

追加情報 
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前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことにともない、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の実務上の取扱い」（平

成16年２月13日企業会計基準委員会実務対応報告第12号）

にしたがい法人事業税の付加価値割および資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上しております。  

この結果、販売費及び一般管理費が64百万円増加し、営

業利益、経常利益および税引前当期純利益が64百万円減少

しております。 

１．業務損失引当金の設定 
当社は、受注業務に係る損失につき、金額的重要性が
増してきたため、当事業年度末より必要と見積られる
金額につき引当計上することにいたしました。 
この結果、売上原価が85百万円増加し、営業利益、経
常利益および税引前当期純利益が85百万円減少してお
ります。 

２．役員退職慰労金制度の廃止 

当社は、従来、役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金

として計上しておりましたが、平成18年２月23日開催

の取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止する

ことを決議し、また、平成18年３月29日開催の定時株

主総会において、同株主総会終結時までの在任期間に

対応する役員退職慰労金贈呈の時期は各役員の退任時

とすることを含む決議をしております。 

これにより、役員退職慰労金に係る内規を廃止し、当

事業年度より役員退職慰労引当金は全額取崩して「長

期未払金」に振り替え、固定負債に表示しておりま

す。 

 

 

注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

前 事 業 年 度 

（平成17年12月31日現在） 

当 事 業 年 度 

（平成18年12月31日現在） 

※１．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。 

業務未払金              301百万円 

※１．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。 

短期貸付金              857百万円 

業務未払金              362百万円 

※２．授 権 株 式 数                 40,000,000株 

発行済株式総数（普通株式）    14,159,086株 

※２．―――――――――――――――――――――――― 

※３．自 己 株 式 数（普通株式）       7,914株 ※３．―――――――――――――――――――――――― 

４．保証債務 

当社従業員の銀行からの借入に対して126百万円、株

式会社建設技研インターナショナルの銀行からの前払金

返還保証および従業員の銀行からの借入に対して245百

万円の債務保証を行っております。 

４．保証債務 

当社従業員の銀行からの借入に対して99百万円、株式

会社建設技研インターナショナルの銀行からの前払金返

還保証および従業員の銀行からの借入に対して342百万

円の債務保証を行っております。 

５．配当制限  

有価証券の時価評価により、純資産額が294百万円増

加しております。なお、当該金額は商法施行規則第124

条第３号の規定により、配当に充当することが制限され

ております。 

５．―――――――――――――――――――――――― 

 



株式会社建設技術研究所(9621) 

個別財務諸表の概要添付資料 

 9

（損益計算書関係） 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

※１．営業外収益のうち、関係会社に係る収益の合計額は、

24百万円であり、このうち主なものは次のとおりであり

ます。 

※１．営業外収益のうち、関係会社に係る収益の合計額は、

39百万円であり、このうち主なものは次のとおりであり

ます。 

受 取 配 当 金 2百万円   受 取 利 息 7百万円

受 取 家 賃 収 入 16    受 取 配 当 金 5  

    受 取 家 賃 収 入 21  

※２．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 ※２．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 

 
固 定 資 産 

除 却 損 

固 定 資 産

解 約 損
合 計  

固 定 資 産

除 却 損
合 計

 百万円 百万円 百万円  百万円 百万円

建 物 87 － 87 器具及び備品 0 0

器具及び備品 13 － 13 合   計 0 0

ソフトウェア 0 － 0  

会 員 権 － 0 0  

長期前払費用 － 0 0  

合   計 100 0 101  

  

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

――――――――――――――――――――――――― 自己株式の種類および株式数に関する事項 

（単位：株）

種 別

前 事 業 

年 度 末 

株 式 数 

当 期

増 加

株 式 数

当 期

減 少

株 式 数

当 事 業

年 度 末

株 式 数

摘要

普通株式 7,914 521 － 8,435 （注）

合 計 7,914 521 － 8,435

（注）普通株式の自己株式増加521株は、単元未満株式の取

得による増加であります。 
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（リース取引関係） 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（単位：百万円）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（単位：百万円）

  
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却

累計額相当額

期 末 残 高

相 当 額
 

取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却

累計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

 器具及び備品 119 59 59 器具及び備品 148 62 85 

 ソフトウェア 2 2 0 ソフトウェア 11 1 10 

 合  計 122 62 59 合  計 159 63 96 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 1 年 内 29百万円  1 年 内 43百万円

 1 年 超 31   1 年 超 54  

 合        計 60   合        計 97  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支 払 リ ー ス 料 48百万円   支 払 リ ー ス 料 42百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 45    減 価 償 却 費 相 当 額 40  

支 払 利 息 相 当 額 2    支 払 利 息 相 当 額 2  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同        左 

 

５．支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期の配分方法については、利息

法によっております。 

５．支払利息相当額の算定方法 

同        左 

 

 

（有価証券関係） 

前 事 業 年 度 

（平成17年12月31日現在） 

当 事 業 年 度 

（平成18年12月31日現在） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 同        左 
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（税効果会計関係） 

期  別 

 

項  目 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

繰延税金資産（流動資産） 繰延税金資産（流動資産） 

 未 払 事 業 税 37 百万円   未 払 事 業 税 26 百万円

 賞 与 社 会 保 険 料 20    業 務 損 失 引 当 金 34  

 賞 与 引 当 金 175    賞 与 社 会 保 険 料 22  

 そ の 他 43    賞 与 引 当 金 191  

 合       計 275    そ の 他 31  

     合       計 306  

繰延税金資産（固定資産）   繰延税金資産（固定資産）  

 退 職 給 付 引 当 金 778 百万円   退 職 給 付 引 当 金 660 百万円

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 115    長 期 未 払 金 111  

 有 価 証 券 評 価 損 88    有 価 証 券 評 価 損 91  

 会 員 権 評 価 損 25    会 員 権 評 価 損 26  

 そ の 他 13    そ の 他 9  

 小       計 1,021    小       計 898  

繰延税金負債（固定負債）   繰延税金負債（固定負債）  

 その他有価証券評価差額金 201 百万円   その他有価証券評価差額金 170 百万円

 小       計 201    小       計 170  

繰延税金資産の純額 819 百万円  繰延税金資産の純額 727 百万円

１．繰延税金資産及び繰延

税金負債の発生の主な

原因別の内訳 

      

法定実効税率 40.69 ％  法定実効税率 40.69 ％ 

（調 整）   （調 整）  

 交際費等の損金不算入 1.03    交際費等の損金不算入 1.12  

 住 民 税 均 等 割 4.71    住 民 税 均 等 割 4.83  

 受取配当等の益金不算入 △ 0.19    受取配当等の益金不算入 △ 0.27  

 Ｉ Ｔ 投 資 促 進 税 制 △ 0.85    そ の 他 0.24  

 そ の 他 △ 0.94      

 

２．法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等

の負担率との間に重要

な差異があるときの当

該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

税効果会計適用後の法人税等 

の負担率 44.45

 

 

税効果会計適用後の法人税等 

の負担率 46.61
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（１株当たり情報） 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,240.72円  １ 株 当 た り 純 資 産 額 1,273.35 円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 50.85円  １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 51.80円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、

潜在株式がないため該当事項はありません。 

同        左 

 

（注）１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項 目 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

損 益 計 算 書 上 の 当 期 純 利 益 742百万円 733百万円 

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益 719百万円 733百万円 

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額 の 主 な 内 訳

利 益 処 分 に よ る 役 員 賞 与 金
22百万円 － 

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額 22百万円 － 

普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数 14,152,134株 14,150,872株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に

用 い ら れ た 当 期 純 利 益 調 整 額 の 主 な 内 訳
－ － 

当 期 純 利 益 調 整 額 － － 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に

用 い ら れ た 普 通 株 式 増 加 数 の 主 な 内 訳
－ － 

普 通 株 式 増 加 数 － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要
－ － 

 

 

（重要な後発事象） 

前 事 業 年 度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

――――――――――――――――――――――― ――――――――――――――――――――――― 
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Ⅱ．役員の異動（平成19年３月28日） 

 

当社は、平成19年２月22日開催の取締役会において、役員人事異動を内定いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．新任役員（平成19年３月28日付） 

 

氏    名 新 役 職 名 現 役 職 名 

原 田 邦 彦 
常 務 取 締 役

技 術 本 部 副 本 部 長
技 術 本 部 技 師 長 

上 阪 恒 雄 
常 務 取 締 役

技 術 本 部 副 本 部 長
技 術 本 部 技 師 長 

山 本 雅 史 
取 締 役

技 術 本 部 副 本 部 長
技 術 本 部 技 師 長 

金 丸 直 実 常 勤 監 査 役 ――――――――――――― 

 

２．退任役員（平成19年３月28日付） 

 

氏    名 現 役 職 名 備 考 

今 西 靖 雄 常 勤 監 査 役  

 

３．異動役員（平成19年３月28日付） 

 

氏    名 新 役 職 名 現 役 職 名 

吉 岡 和 德 
取 締 役 副 社 長

東 京 本 社 長

専 務 取 締 役 

東 京 本 社 長 

佐 橋 義 仁 
常 務 取 締 役

マ ネ ジ メ ン ト 事 業 部 長

常 務 取 締 役 

株式会社マネジメントテクノ 

代 表 取 締 役 社 長 

 

４．補欠監査役（平成19年３月28日付）（再任） 

 

氏    名 現       職 

菊 池 京 子 東海大学法学部教授・弁護士

（注）補欠監査役候補者は、社外監査役の要件を満たしております。 


